
■問い合わせ　子ども未来課☎ 64・6013

　日本の総人口に占める年少人口（0歳〜 14歳）は
年々減少しており、平成 29年時点の割合は 12.3％。
世界全域で 26.1％、先進国で 13〜 20％程度（27年
時点）で、日本は世界の中でも少子化が進んでいます。
　国では、少子化対策の１つとして、子育て世代の幼
児教育や保育にかかる経済的な負担を軽減し、教育や

保育を受ける機会を保障するため、令和元年 5月 10
日、「子ども・子育て支援法」の一部を改正。10月か
ら、幼稚園や保育園の保育料を無料とする「幼児教育・
保育の無償化」を実施します。
　そこで今回は、「幼児教育・保育の無償化」の内容
についてお知らせします。

幼児教育・保育の無償化

施設の種別 市内の該当施設 上限金額など
幼稚園 施設型給付※に未移行 聖ルカ幼稚園 上限月額 2 万 5,700 円まで無償（預かり

保育を併せて利用する場合、加えて上限
月額 1 万 1,300 円まで無償）

※対象は満３歳以上。預かり保育は保育
　の必要性がある児童のみ対象
※対象となる人は、園を通じて申請が必要

施設型給付に移行済み なし 全額無償（預かり保育は上限月額 1 万
1,300 円まで無償）

認定こども園 浜っ子こども園 全額無償、他の施設との併用は不可
認可保育所 公立・私立保育園 公立保育園（宮川を除く）7 園

チューリップ保育園
やまなみ保育園
今富そらのとり保育園
聖ルカ乳児保育園

全額無償、他の施設との併用は不可

小規模保育事業 宮川保育園
事業所内保育事業 はましんわくわくステーション

バンビーナ
認可外保育
施設など

認可外保育施設 公立小浜病院院内保育所ふくろう
はましんわくわくステーション
ハーツわくわくくらぶ
三びきのこぶた保育園

３歳から５歳は上限月額 3 万 7,000 円
まで、住民税非課税世帯の０歳から２歳
は上限月額 4 万 2,000 円まで無償

※保育の必要性がある児童のみ対象
※対象となる人は、市に申請が必要。他
　の認可外保育施設などと併用可

一時預かり事業 はましんわくわくステーション
ハーツわくわくくらぶ

病児保育事業 小浜市病後児保育所とまと
バンビーナサポート

企業主導型保育事業 なし
（保育ルームあすいく（若狭町）が該当）

全額無償（標準的な利用料の範囲）

障害児通園施設 小浜市母と子の家児童発達支援センター C
コ コ ウ タ

okoUta 全額無償

■無料で幼稚園や保育園に通えるようになるの？
　これまで保護者が負担していた費用は、「教育・保育にかかる費用」と「給食費」で構成されています。
　今回の法改正では、このうち、「教育・保育にかかる費用」を無償とし、「給食費」については、従来どおり、
基本的に実費負担となります（下図参照）。
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　無償化の対象となる施設には、公立・私立の幼稚園
や認可保育所のほか、認可外保育施設も含まれます。
　また、施設の種別によって、標準的な利用料に応じ
た無償化の上限金額が定められている場合があり、利

10 月以降の給食費の設定について
　給食費は、ご飯やパンなどにかかる「主食費」と、
おかずにかかる「副食費」に分けられます。
　市の公立保育園では、従来から主食は持参とし、
実費負担料金の徴収はしていないことから、10 月
以降も同様の対応とします。また、副食費について
は、国が示す目安額を考慮して、月額 4,500 円程

度で検討しており、９月議会の議決を経て正式な金
額を決定します。
　私立保育園については、各施設が経費などを考
慮して独自に給食費を設定しますが、設定の際
は、公立保育園を含めた市内の施設間で大きな差が
生じないよう、現在、調整を進めています。

10 月から■うちの子が通う幼稚園・保育園ではどうなるの？

※「施設型給付」とは、平成２7 年に新設された、各省庁などからの幼保施設に対する財政支援を一本化する制度。
　 私立幼稚園では、 運営状況や方針によって、移行するかしないかを独自に選ぶことができる。
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■対象になるのはどんな子ども？
　幼稚園、認定こども園、認可保育所、認可外保育施設など※の利用者のうち、次の①②の子どもが対象です。
　①３歳から５歳のすべての子ども
　②０歳から２歳の、住民税非課税世帯の子ども
　※認可外保育施設などについては、市が確認した施設を利用しており、両親の共働きなどで保育の
　　必要性があると市が判断した子どもが対象

用する施設によっては、上限金額を超えた分の負担が
生じることがあります。
　市内の対象施設の上限金額などについて、詳しくは、
下の表で確認してください。




